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第１章 計画の策定にあたって                              

（１）策定の背景 

近年、人口減少や既存住宅の老朽化、社会的ニーズの変化等に伴って、空家等が全

国的に増加しており、これらの空家等の中には適正な管理が行われずに、地域住民

の生活環境に深刻な影響を及ぼしているものもあり、空家等の対策は重要な課題と

なっています。 

  こうした状況の中、平成２７年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」

（以下「法」という。）が全面施行され、市町村が空家等への対策に取り組む枠組が

整備されたことに伴い、本市においても、平成２９年２月に「小樽市空家等対策計

画」（計画期間：平成２９年度～令和３年度。以下「第１次計画」という。）を策定

し、「誰もが安心・安全に暮らせる良好な生活環境の実現」に向けて、空家等に対す

る市民や所有者等への意識啓発に取り組むとともに、管理不全な空家等に対する措

置などの取組を計画的に進めてきたところです。 

しかしながら、平成３０年に国が実施した住宅・土地統計調査※では、本市の空き

家数、空き家率は前回調査時と比べて依然として増加傾向となっており、全国や北

海道を大きく上回っている状況となっています。（Ｐ５、６参照） 

法においては、空家等は個人の財産であることから、第一義的には空家等の所有

者又は管理者が自らの責任において、的確に対応されることを前提としつつ、住民

に最も身近な行政主体であり、個別の空家等の状況を把握することが可能な立場に

ある市町村が、地域の実情に応じた空家等に関する対策の実施主体として位置づけ

られています。 

 ※住宅・土地統計調査：５年ごとに国が行う抽出調査で、住宅と世帯の居住状況、土地等の実態を把握し、その現

状と推移を明らかにする調査です。結果の数値は推計値です。 

   

（２）策定の目的 

  法施行後の平成２７年に空家等に関するワンストップ相談窓口として建設部内に

「空き家対策担当部署」を設置するとともに、第１次計画に基づき、これまで空家

等の対策を進めてきたところですが、本市では、今後も人口減少や社会的ニーズの

変化等に伴い、空家等が増加していくことが予想されます。 

このことから、引き続き、本市における空家等対策の基本的な指針を明確に示し、

総合的かつ計画的に実施していくとともに、市民へ対策に関する理解を深めていた

だくことを目的として、第２次小樽市空家等対策計画（以下、「第２次計画」という。）

を策定します。 
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（３）計画の位置付け 

  この第２次計画は、法第６条第１項に規定する「空家等対策計画」で、法第５条

第１項に規定する国の「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための

基本的な指針」などに即して策定するものです。 

  また、本市の最上位計画である「第７次小樽市総合計画」、人口減少対策を目的と

した「第２次小樽市総合戦略」、都市づくりに関わる「第２次小樽市都市計画マスタ

ープラン」や「小樽市住宅マスタープラン」、「第３次小樽市耐震改修促進計画」な

どの分野別の計画との整合・連携を図り策定します。（図表-１） 

  さらに、現在策定中の「小樽市立地適正化計画」は、人口減少局面における持続

可能な都市構造の実現を目指すもので、特に居住誘導地区の設定は空家等対策に大

きな影響を与えることから、同計画との緊密な連携を図り必要に応じて第２次計画

の不断の見直しと改善を行います。 

 

図表－１ 計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）空家法に関連する法改正の動き 

  昨今の人口減少や超高齢社会、相続多発時代を迎える中、所有者不明土地の解決

が大きな問題となっていることを受け、国においては「所有者不明土地の利用の円滑

化等に関する特別措置法」を制定し、その後も関連する法律の改正なども順次行って

います。こうした状況の中、令和３年４月には民事基本法制の円滑な施行に向けて、

不動産登記法や民法の改正が公布されるなど、空き家に関連する法律の整備も着実に

進められています。 

【国】基本的な指針 

【道】取組方針 

・第２次小樽市都市計画 

マスタープラン、 

・小樽市住宅マスタープラン  

・第３次小樽市耐震改修 

促進計画  

など 

第２次 
小樽市空家等対策計画  

法第６条第１項に規定する計画 

 

整合・連携 

第７次小樽市総合計画 

第２次小樽市総合戦略 

【国】空家等対策の推進

に関する特別措置法 

即す 
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第２章 空家等の現状と課題                              

（１）本市の現状と特性 

  １）人口と世帯数の推移 

   本市の人口は、大正９年の第１回国勢調査から毎回増加しておりましたが、昭

和３５年の１９８，５１１人をピークに減少に転じ、令和２年には１１１，２９

９人と昭和３５年比で約４４％、８７，２１２人の減少となっています。 

   また、世帯数は平成１２年の６１，４７１世帯をピークに減少し、令和２年に

は、５２，８１７世帯となっています。（図表-２） 

 

図表－２ 人口と世帯数の推移 

 

 

 

  ２）本市の地形的特性 

本市の地形は、北海道西海岸の中央、後志地方の東側に位置し、大都市札幌市な

ど４市町村に隣接しています。海岸線は６９ｋｍを有し東西に細長く、背後の山々

が海にせり出し、平坦地が少ない地形が特徴となっています。         

   明治期以降、北海道開拓の玄関口として港を中心に急速に発展が始まり、多く

の石造倉庫や銀行、問屋などが建築され、現在の街並みの原形が形成されました。 

   地域によっては、これらの建築物が現在も多く点在しており、特に市内の中部

地区※や高島地区などでは、古くから自然発生的に街並みが形成され、地形的に傾

斜地が多く敷地や道路が狭いため、解体が進まず土地利用が進んでいない状況に

あります。 
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「国勢調査結果」」（総務省統計局） 
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   一方、新たに宅地造成された朝里地区や銭函地区などでは、地形的に平坦な土

地が多く、土地利用が進んでいます。 

  ※中部地区：手宮地区、中央地区、山手地区、南小樽地区（図表-３） 

 

図表－３ 地区区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北西部地区 

・塩谷地区：塩谷、桃内、忍路、蘭島 

・長橋・オタモイ地区：長橋、幸、オタモイ、旭町 

・高島地区：高島、赤岩、祝津 

 

中部地区 

・手宮地区：色内３丁目、錦町、豊川町、石山町、手宮、末広町、梅ヶ枝町、 

清水町 

・中央地区：港町、堺町、東雲町、相生町、山田町、花園、入船１・２丁目、 

色内１・２丁目、稲穂 

・山手地区：入船３～５丁目、松ヶ枝、最上、天狗山、富岡、緑 

・南小樽地区：有幌町、住吉町、住ノ江、信香町、若松、奥沢、天神、新富町、 

真栄、築港、勝納町、若竹町、潮見台 

 

東南部地区 

・朝里地区：船浜町、桜、朝里、新光、新光町、朝里川温泉、望洋台 

・銭函地区：張碓町、春香町、銭函、見晴町、星野町、桂岡町 

 

長橋・オタモイ地区 

高島地区 

塩谷地区 

手宮地区 

中央地区 

朝里地区 

銭函地区 南小樽地区 

山手地区 
札幌市 余市町 

北 西 部 地 区 

中    部 地 区 

東 南 部 地 区 
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（２）空家等の現状 

１）住宅総数・空き家数※・空き家率の推移 

   国が実施した住宅・土地統計調査によると、本市の住宅総数は、平成１５年の

７０，７２０戸をピークに平成２５年まで減少していますが、平成３０年には、

６４，６７０戸と５年前と比べて増加しています。（図表-４） 

   一方、平成３０年の本市の空き家数は１１，２００戸、空き家率は１７．３％

と、両数値ともこれまでで最も高い数値となっています。空き家率は、全国の１

３．６％、北海道の１３．５％と比較すると、非常に高い状況となっており（図表

-５）、北海道内の主要１０都市と比較しても室蘭市に次いで２番目に高い数値と

なっています。（図表-６） 

 

※空き家の考え方については、下表のとおりです。 

【「住宅・土地統計調査」の空き家と「法」の空家等の違い】 

 空き家の考え方 空き家数の考え方 例 

住宅・土地統計調査 
調査時において空き家又

は空き室であったもの 

集合（共同）住宅の空き室

ごとに、１戸としてカウン

トする 

３０戸ある集合（共同）

住宅で１０戸が空き室

であれば、空き家数は１

０戸 

空家等対策の推進に関

する特別措置法 

１年を通じて使用がなさ

れていない状態である建

物 

集合（共同）住宅の住戸が

全て空き室となった場合

に、１戸としてカウントす

る 

３０戸ある集合（共同）

住宅で１０戸が空き室

であれば、空家等数は０

戸 

 

 

図表－４ 住宅総数・空き家数・空き家率の推移 

    

 

 

 

  平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 

全国 

住宅総数 50,246,000 53,890,900 57,586,000 60,628,600 62,407,400 

空き家数 5,764,100 6,590,000 7,567,900 8,195,600 8,488,600 

空き家率 11.5% 12.2% 13.1% 13.5% 13.6% 

北海道 

住宅総数 2,433,300 2,572,200 2,730,500 2,746,600 2,807,200 

空き家数 273,400 303,800 374,400 388,200 379,800 

空き家率 11.2% 11.8% 13.7% 14.1% 13.5% 

小樽市 

住宅総数 65,790 70,720 67,750 63,980 64,670 

空き家数 7,940 9,270 10,170 11,020 11,200 

空き家率 12.1% 13.1% 15.0% 17.2% 17.3% 

「住宅・土地統計調査結果」」（総務省統計局） 
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図表－５ 全国・北海道・小樽市の空き家率の比較 

 

 

 

図表－６ 北海道内の主要１０都市の空き家数及び空き家率 

 

 

 

２）空き家の腐朽・破損の状況 

本市の空き家数に占めるその他の住宅※の腐朽・破損あり※の割合は２１．３％、

その他の住宅のうち、腐朽・破損ありの割合は４６．２％となっており、全国、北

海道の割合と比較して非常に高い状況となっており（図表-７）、特に、空き家数に

占めるその他の住宅の腐朽・破損ありの割合である２１．３％は、北海道内の主要

１０都市と比較して最も高い数値となっています。（図表-８） 
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図表－７ 全国・北海道・小樽市の腐朽・破損の状況 

 

空き家数(Ａ) 

 

その他の住宅

(Ｂ) 

その他の住宅

の腐朽・破損

ありの戸数

(Ｃ) 

空き家数に占めるそ

の他の住宅の腐朽・

破損ありの割合      

Ｃ／Ａ×100（Ｄ） 

その他の住宅のう

ち、腐朽・破損あり

の割合 Ｃ／Ｂ×

100 (Ｅ) 

全国 8,488,600 3,487,200 1,006,000 11.9% 28.8% 

北海道 379,800 157,300 46,300 12.2% 29.4% 

小樽市 11,200 5,150 2,380 21.3% 46.2% 

       

 

※その他の住宅：空き家のうち、「賃貸用の住宅」「売却用の住宅」「二次的住宅」以外の空き家で、入院などのため 

居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅 

※腐朽・破損あり：住宅の主要な構造部分（壁・柱・床・はり・屋根等）やその他の部分に不具合があるもの 

 

 

図表－８ 北海道内の主要１０都市のその他の住宅の腐朽・破損ありの戸数及び割合 
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「その他の住宅の腐朽・破損あり」の戸数 空き家に占める割合

平成３０年「住宅・土地統計調査結果」」（総務省統計局） 

平成３０年「住宅・土地統計調査結果」」（総務省統計局） 
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３）空家等の実態 

①空家実態調査の結果 

    空家等の状況を把握し、今後の空家等対策に関する基礎資料の整備を目的と

して、５年ごとに市内全域を対象に外観目視による空家実態調査を実施してい

ます。令和２年に実施した調査の結果は図表－９のとおりであり、市内全域の

空家等の総数は１，８６９件、管理状態別では、建物の管理状態が良い「良好」

が８０６件で全体の４３％、建物の管理状態が悪い（破損が大きいもの等）「不

全」が４０９件で全体の２２％、このまま放置すると不全となる「準不全」が

６５４件で全体の３５％となっています。 

    一方、空家等率（空家等数／建物数）は市内全域で４．０％、地区別では、急   

傾斜地で古くに建てられた家屋が多い手宮地区が８．２％と飛び抜けて高く、次

いで塩谷地区、高島地区が共に５．６％と北西部地区で高くなっています。 

また、比較的新しく宅地造成された土地である朝里地区が２．２％、銭函地区

が２．６％と札幌市に近い東南部地区では低くなっています。 

図表－９ 空家実態調査の結果 

※各地区の区別についてはＰ４参照 

※空家実態調査では、法で規定する「空家等」が対象   

地区の名称 
空家等の管理状態 

空家等数 
参 考 

良好 準不全 不全 建物数 空家等率 

市内全域 
  

806 
 

654 
 

409 
 

1,869 46,185 4.0% 
(43%) (35%) (22%) (100%) 

  
 
北
西
部
地
区 

塩谷地区 
41 

 (35%) 
36 

(31%) 
40  

(34%) 
117  

(100%) 
2,106 5.6% 

長橋 

･ｵﾀﾓｲ地区 

111 
 (45%) 

95 
(39%) 

40  
(16%) 

246  
(100%) 

5,332 4.6% 

高島地区 
80 

 (45%) 
57 

(32%) 
41  

(23%) 
178  

(100%) 
3,154 5.6% 

 
 
 
 
中
部
地
区 

手宮地区 
137 

 (48%) 
111 

(39%) 
39  

(13%) 
287  

(100%) 
3,499 8.2% 

中央地区 
86 

 (39%) 
90 

(41%) 
45  

(20%) 
221 

 (100%) 
5,653 3.9% 

山手地区 
85 

 (35%) 
96 

(40%) 
62  

(25%) 
243 

 (100%) 
6,120 4.0% 

南小樽地区 
99 

 (38%) 
90 

(35%) 
71  

(27%) 
260 

 (100%) 
6,771 3.8% 

 
東
南
部
地
区 

朝里地区 
94 

 (52%) 
46 

(25%) 
41  

(23%) 
181 

 (100%) 
8,387 2.2% 

銭函地区 
73 

 (54%) 
33 

(24%) 
30  

(22%) 
136 

 (100%) 
5,163 2.6% 
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②５年前の空家実態調査との比較 

    空家等数は、平成２７年の２，４２３件に対し、令和２年は１，８６９件へ

と５５４件減少しています。（図表-１０）管理状態別では、良好が９８５件か

ら８０６件へ、準不全が１，０５２件から６５４件へ減少しましたが、不全は

３８６件から４０９件へと増加しました。（図表-１１） 

また、地区別では、すべての地区で空家等数は減少しており、特に中心部に

近い利便性の良い中部地区の減少が目立つ結果となりました。（図表-１２） 

 

図表－１０ 空家等数、空家等率の推移  図表－１１ 管理状態別件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ）内は建物数に占める空家等数の割合を示す。     （ ）内は、空家等数に占めるそれぞれの割合を示す。 

 

図表－１２ 地区別の空家等数の推移 
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図表－１３ 空家等分布図（令和２年 空家実態調査より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※準不全は不良Ａと不良Ｂを合わせたもの 

※不良Ａとは、建物は良好と同じ状態であるが、積雪の影響があり近隣に影響を及ぼすもの 

※不良Ｂとは、良好、不良Ａ、危険に該当しないもの 

※危険は、不全と同義語 
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４）空家等の所有者等の意向 

①アンケート調査の結果 

    空家等の所有者等の意向を把握するため、空き家に関するアンケート調査を 

実施しました。調査結果は以下のとおりです。 

   「空き家に関するアンケート調査」 

    調査対象・方法：空家実態調査において、空家等と判定した１，８６９件の  

            中から無作為に３５０件を抽出し、その所有者等にアンケ 

ート調査票を郵送により配布・回収 

実施期間：令和３年５月２８日～６月２１日 

    回収結果：１３６通（回収率３８．９％） 

 

 

●問１ 現在の建物の現状について 

    「空き家」との回答が６８件、５０．０％で最も多く、次いで「物置や倉庫な

ど（非居住用）で利用」が１７件、１２．５％となっています。 

   「貸家（入居者を募集中）」、「売物件」、「空き家」を合わせると８３件、６１．

１％で、これらを空き家として扱い、空き家の管理や利活用についての設問（問２

から問９まで）に回答いただきました。  

 

図表－１４ 

 

 

 

 

 

68

10

5

4

4

9

10

6

17

3

50.0%
7.4%

3.7%

2.9%

2.9%

6.6%

7.4%

4.4%

12.5%

2.2%

0 10 20 30 40 50 60 70

空き家

売物件

貸家 （入居者を募集中）

売却済み （売却手続中も含む）

解体済み （解体手続中も含む）

貸家 （入居者が居る）

セカンドハウスとしてある期間のみ居住

自宅として常に居住

物置や倉庫など（非居住用）で利用

その他

（【単数回答】回答数計／回答者数＝136／136） 

空き家の管理や利活用などに
ついて回答（問2～問9） 
⇒回答者数：83人 

 



- 12 - 

 

●問２ 回答者と建物所有者の関係  

   「所有者本人」との回答が４９件、５９．１％で最も多く、次いで「所有者の

子」が２４件、２８．９％となっています。 

 

図表－１５ 

 

 
 

 

 

●問３ 建物を利用していない期間  

   「５年以上１０年未満」との回答が３０件、３６．２％で最も多く、次いで「１

０年以上」が２８件、３３．７％となっています。 

 

図表－１６ 

 
 

 

10年以上, 28件, 

33.7%

5年以上10年未満, 

30件, 36.2%

3年以上5年未満, 

10件, 12.0%

1年以上3年未満, 

12件, 14.5%

1年未満, 1件, 1.2% 分からない, 2件, 

2.4%

（【単数回答】回答数計／回答者数＝83／83） 

（【単数回答】回答数計／回答者数＝83／83） 
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●問４ 建物を利用していない理由  

   「居住者の死亡、相続により取得したが利用していない」との回答が２６件、

３１．３％で最も多く、次いで「居住者が施設入所、入院したため」が１２件、１

４．５％、次に「賃借人などの入居者が退去したため」が１１件、１３．３％とな

っています。 

 

図表－１７ 

 

   

●問５ 建物を管理している方  

   「自分」との回答が４８件、５５．８％で最も多く、次いで「子供や親戚など」

と「その他」がともに１５件、１７．４％となっています。 

 

図表－１８ 

 

0

10

11

12

26

7

6

9

2

0.0%

12.1%

13.3%

14.5%

31.3%

8.4%

7.2%

10.8%

2.4%

0 5 10 15 20 25 30

リフォームなどで一時的に退去しているため

別の住宅に転居したため（転勤等での長期不在を含む)

賃借人などの入居者が退去したため

居住者が施設入所、入院したため

居住者の死亡、相続により取得したが利用していない

老朽化のため利用が困難となったため

借り手、買い手がいないため

その他

未記入

（【単数回答】回答数計／回答者数＝83／83） 

（【複数回答】回答数計／回答者数＝86／83） 
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●問６ 建物の管理の頻度 

   「何もしていない」との回答が２０件、２４．１％で最も多く、次いで「半年に

１回程度」が１８件、２１．７％となっています。 

 

図表－１９ 

 

 

●問７ 建物の管理の内容  

   「何もしていない」との回答が３０件、３６．１％と最も多く、次いで「草刈や

樹の剪定」が２５件、３０．１％で、次に「建物の傷み具合のチェック」が２３

件、２７．７％となっています。 

 

図表－２０ 
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10.9%

6.0%

21.7%

19.3%

24.1%
6.0%

3.6%

6.0%
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毎日（居住）

月に複数回

月に1回程度

２～３ヶ月に１回程度

半年に１回程度

１年に１回程度

何もしていない

分からない

その他

未記入

19

7

23

25

17

7

30

2

5

22.9%

8.4%

27.7%

30.1%

20.5%

8.4%

36.1%
2.4%

6.0%

0 5 10 15 20 25 30

掃除や空気の入替え

建物の修繕や補修

建物の傷み具合のチェック

草刈や樹の剪定

雪下ろしや除雪など雪の管理

降雪前の冬囲い

何もしていない

その他

未記入

（【単数回答】回答数計／回答者数＝83／83） 

（【複数回答】回答数計／回答者数＝135／83） 
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●問８ 建物の今後の利用  

   「売却したい」との回答が３９件、４７．０％と最も多く、次いで「解体した

い」が３１件、３７．３％で、次に「予定はない（現状のまま）」が１６件、１９．

３％となっています。 

 

図表－２１ 

 

 

●問９ 空き家・空き地バンク制度の利用について  

   「メリットがあれば利用してみたい」との回答が２８件、３３．７％と最も多

く、次いで「利用してみたい」と「利用しない」がともに１４件、１６．９％とな

っています。 

 

図表－２２ 
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47.0%

37.3%

0.0%
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自分や親族の住居としたい

貸家として利用したい

セカンドハウスとして利用したい

物置や倉庫などで利用したい

売却したい

解体したい

解体後の更地を利用したい

予定はない（現状のまま）

その他

未記入

（【複数回答】回答数計／回答者数＝118／83） 

（【単数回答】回答数計／回答者数＝83／83） 
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●問１０ 特定空家等住宅除却費助成制度について  

   「まったく知らない」との回答が５９件、４３．４％と最も多く、次いで「ほと

んど知らない」が３９件、２８．７％となっています。 

 

図表－２３ 

 
 

 

 

●問１１ 特定空家等住宅除却費助成制度の助成額について  

   「不十分」との回答が４５件、３３．１％と最も多く、次いで「やや不十分」が

３４件、２５．０％となっています。 

 

図表－２４ 

 

 

 

まったく知らない, 59件, 

43.4%

ほとんど知らない, 

39件, 28.7%

ある程度知っている, 

19件, 14.0%

知っている, 8件, 

5.9%

その他, 1件, 0.7% 未記入, 10件, 7.3%

不十分, 45件, 

33.1%

やや不十分, 34件, 

25.0%
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14.7%

十分満足, 4件, 
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その他, 18件, 

13.2%

未記入, 15件, 

11.0%

（【単数回答】回答数計／回答者数＝136／136） 

（【単数回答】回答数計／回答者数＝136／136） 
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●問１２ 空き家の管理や利活用などを促すための必要な対策  

   「解体費用の助成」との回答が８８件、６４．７％と最も多く、次いで「家屋や

土地の売買の相談ができる業者の紹介」が４９件、３６．０％で、次に「リフォー

ムや解体の相談ができる業者の紹介」が３６件、２６．５％となっています。 

 

図表－２５ 

 

 

 

●問１３ 空き家に関する不安なことや心配なこと、問題点や課題、対策など 

【自由記述】 

・遠方のため管理が行き届かず防犯、防災、雪の問題が心配 

・解体したいが、道路が狭く重機が入らないので、解体費が大幅にかかるので費 

用の捻出が困難 

・利用していない土地は減免の対象としてほしい 

・兄弟間で相続の話がまとまらない 

   ・解体後は固定資産税が増加するので解体を先送りしている 

    ・土地と建物を市に寄付したい 

  ・土地と建物を活用・処分したいがどこに相談したらよいかわからない 

  ・雪下ろし業者、除雪業者とその費用が知りたい 

  ・解体業者を教えてほしい    など 
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5.9%

4.4%
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リフォーム費用の助成

解体費用の助成
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リフォームや解体の相談ができる業者の紹介

家屋や土地を管理してくれる業者の紹介
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相続など法律の相談ができる業者の紹介

特にない

その他

未記入

（【複数回答】回答数計／回答者数＝309／136） 
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②アンケート調査の考察 

● 問３の「建物を利用していない期間」では、「５年以上１０年未満」が３０ 

件、３６．２％で最も多く、次に多い「１０年以上」と合わせると５８件、６ 

９．９％と約７割の方が、５年以上放置していることがうかがえます。５年前   

の調査では同割合が４０％であったことから、５年以上放置している方の割合 

が約３０％増加しましたが、９ページの図表-１０及び図表-１１の空家実態調 

査の結果と合わせて考えると、空家等の総数がこの５年間で５５４棟減った要 

因は、第１次計画に基づき空き家の発生予防対策や良好な空家等の利活用の推 

進などの対策を行ったことで、空家等の所有者が５年未満のうちに解体や売却 

を行ったと考えられ、結果として５年以上放置している空き家の割合が高くな 

ったと推察できます。一般的には空家等となってからの期間の経過とともに、 

所有者等の管理意識が薄れていく傾向にあると考えられることから、今後も空 

家等の発生予防対策が重要であることがうかがえます。 

 

● 問４の「建物を利用していない理由」では、「居住者の死亡、相続により取 

得したが利用していない」が２６件、３１．３％で、「居住者が施設入所、入院

したため」と合わせると３８件、４５．８％となっており、人口減少や社会的

ニーズの変化等に伴って、居住していた入居者の死亡、入院や施設入所などに

より空き家となる割合が高く、居住しなくなった後の利活用も進んでいない状

況がうかがえます。 

 

● 問６の「建物の管理の頻度」では、「何もしていない」との回答が２０件、２ 

４．１％で、「１年に１回程度」と合わせると３６件、４３．４％となり、５年 

前の調査時の３４．３％から９．１％上昇しています。一方、問７の「建物の  

管理の内容」では、「何もしていない」が３０件、３６．１％で最も多く、この 

割合は５年前の調査時の２５．０％から１１．１％上昇しており、第１次計画 

に基づき法の規定による所有者等の責務について周知・啓発を行ってきました 

が、改善が図られていないことがうかがえます。 

 

● 問８の「建物の今後の利用」では、「売却したい」と「貸家として利用したい」 

を合わせると、６０．３％で前回の調査時より２１．０％減ったのに対し、「解 

体したい」が３７．３％で前回の調査時より１０．２％増加しており、建物の 

老朽化や長期間放置したことで利活用が困難になり、今後も所有者や管理者の 

高齢化などの理由により維持管理が難しい状況であることから、結果として、 

売却や解体し手放したいと考える割合が高くなっている状況がうかがえます。 

 

● 問９の「空き家・空き地バンク制度の利用について」では、「利用してみたい」 

「メリットがあれば利用してみたい」を合わせると４２件、５０．６％となっ 
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ており、半数の方が制度を利用したいと考えていることがうかがえます。しか 

しながら、市への空き家バンクの登録についての相談は低調な状況であり、今 

後も周知・啓発を行い、利用者の増加に繋げていく必要があると考えられます。 

 

● 問１０の「特定空家等住宅除却費助成制度について」では、制度について「ま 

ったく知らない」との回答が５９件、４３．４％で、「ほとんど知らない」を合 

わせると９８件、７２．１％となっており、助成制度の運用を開始した平成３０ 

年度以降これまで広報誌やホームページ、納税通知書に同封したチラシ、所有者 

等への指導時に送付したパンフレットなど、複数の媒体において周知を行ってき   

ましたが、所有者等への周知の難しさを改めて感じる結果となりました。 

また、問１１の「助成額について」では、７９件、５８．１％の方が「不十分」 

「やや不十分」と回答しており、助成額については満足していない状況がうかが 

えます。 

 

● 問１２の「空き家の管理や利活用などを促すための必要な対策」では、「解体 

費用の助成」が８８件、６４．７％で最も多く、次いで「家屋や土地の売買の相

談ができる業者の紹介」が４９件、３６．０％でありました。 

また、「リフォーム費用の助成」も２４．３％と比較的多く、「解体費用の助成」

と合わせて金銭的な助成が必要と考えている一方、「家屋や土地の売買の相談が

できる業者の紹介」が３６．０％や「リフォーム・解体の相談ができる業者の紹

介」が２６．５％など、所有者等は、多方面における業者の紹介などソフト面で

の支援も望んでいることがうかがえます。 
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（３）第１次計画の取組 

第１次計画では、下記１）～６）の取組を実施しました。特に管理不全な空家等 

については、市民の生活環境への影響が大きく、喫緊の課題となっていたことから 

法に基づく強い措置を講じることが可能となるよう特定空家等※の認定基準やフロ 

ーの策定、解体を促すための助成制度の創設などの取組を優先しました。 

※特定空家等：法第２条第２項に規定する空家等で、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれが

ある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより

著しく景観を損なっている状態などの空家等をいう。 

 

１）空家等の発生予防対策 

   ①市民意識の醸成と啓発 

    〇ホームページ及び広報誌等による啓発 

    〇まち育てふれあいトークを通じて、空家等対策の必要性について啓発 

②住宅ストックの良質化と長寿命化 

    〇各種助成制度を実施（住宅エコリフォーム、耐震診断） 

    〇ホームページ及び広報誌等による啓発 

 

  ２）空家等の実態把握、調査 

    〇空家実態調査を実施【令和２年 空家等数１８６９件】 

    〇空き家に関するアンケート調査【令和３年 送付数３５０件】 

⇒空家実態調査で空家等と判定した所有者等へ郵送、回収 

（回答数：１３６通、回収率：３８．９％） 

    〇空家実態調査で不全と判定した空家等の所有者等を調査 

    〇空家等のデータベースを構築 

      〇町内会が把握している空き家に関する情報の収集 

 

３）空家等の適正管理対策 

   ①所有者等の管理意識の向上 

    〇空家等の所有者等に向けた適正管理の周知パンフレットを作成 

【平成３０年度～令和２年度 ５００部、令和３年度 ８００部作成】 

    〇適正管理に向けたチラシを作成し、固定資産税納税通知書に同封して送付 

    〇所有者等が必要とする情報をサポート(相談先の紹介、業者の紹介、見積り 

依頼等) 

 

 

 

 



- 21 - 

 

  図表―２６ 市民等から寄せられた空家等に関する相談等の状況    

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 計 

相談件数 216件 196件 97件 140件 274件 923件 

解決件数 68件 46件 37件 43件 112件 306件 

   ※解決件数は、当該年度に解決したもの   

 

<所有者等に向けたパンフレット>       <納税通知書に同封したチラシ> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４）空家等の利活用対策 

①空き家・空き地バンク制度【平成２１年度～】 

〇ホームページ及び広報誌、納税通知書に同封したチラシによる周知・啓発 

 

 図表－２７ 空き家・空き地バンク制度の状況 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 計 

登 録  1件 0件 0件 3件 0件 4件 

成 約 1件 0件 0件 1件 0件 2件 

 

②流通による活用の促進 

    〇空き家利活用推進事業※を実施【令和２年度～】 

※空き家利活用推進事業：不動産業者にまだ流通していない空き家の掘り起こしを目的として、利 

便性の高い地域に立地する良好な空家等を、所有者の同意を得て仲介業者と 

なった指定業者へ物件情報を提供し、指定業者と所有者が直接、交渉や契約 

を行い、流通市場の活性化を促進する事業 

〇不動産関係団体との利活用推進に係る協定の締結【令和元年８月】 

〇不動産関係団体に属する指定業者を必要に応じて紹介し、所有者等と不動  

産業者の橋渡しを実施 
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図表-２８ 空き家利活用推進事業の状況 

 朝里地区 山手地区 南小樽地区 中央地区 

同意書送付件数 26件 17件 9件 1件 

同意件数 1件 1件 1件 0件 

媒介契約件数 1件 0件 0件 0件 

成約件数 1件 0件 0件 0件 

 ※上記以外の地区については未調査 

 

③公営住宅としての活用 

〇民間賃貸住宅を公営住宅として借上げ 

【借上住宅 平成２９年度 ４戸、令和２年度 ２戸  計 ６戸】 

 

５）管理不全な空家等への対応 

①所有者等への注意喚起 

〇管理不全な空家等の所有者等へ適正管理の文書等の発送（状況写真、パン 

フレット同封）  

〇所有者等からの相談内容に応じた窓口を情報提供 

②特定空家等への措置 

〇「特定空家等認定基準」を策定【平成２９年１０月】 

〇特定空家等認定フローの策定 

〇特定空家等認定審査委員会（内部組織）を設置【平成３０年３月】 

〇特定空家等の所有者等に対し、法第１４条第１項に基づく指導書を送付 

【所有者等が不在・不存在の物件を除く】 

 

図表－２９ 特定空家等の認定等の状況 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 計 

認 定 32件 8件 4件 0件 3件 47件 

解 除 0件 0件 1件 3件 2件 6件 

 

③除却・解体の促進 

    〇特定空家等住宅除却費助成制度を創設【平成３０年度～】 

【助成件数 平成３０年度 １０件、令和元年度 １０件、令和２年度 ９件】 
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<特定空家等住宅除却費助成制度のパンフレット> 

        
④相続財産管理人制度の活用 

    〇所有者等が不存在又は相続放棄した物件に対し、本市が利害関係人として、 

家庭裁判所に相続財産管理人の申立を行い、空家等を購入した新たな所有 

者が危険な空家等を解体  

【申立件数 平成２８年度 １件、平成３０年度 １件、令和元年度 １件】 

 

６）相談実施体制の整備 

    〇ホームページ及び広報誌により空き家に関する相談窓口を周知 

    〇空き家対策庁内検討会議を設置し連携した取組を実施【平成２８年度～】 

 

  ■空き家対策庁内検討会議の組織 

議 長 建設部次長 

委 員 総務部企画政策室主幹（人口対策担当） 

総務部災害対策室主幹 

財政部資産税課長 

生活環境部生活安全課長 

生活環境部ごみ減量推進課長 

保健所生活衛生課長 

消防本部予防課長 

建設部新幹線・まちづくり推進室主幹（景観まちづくり担当） 

建設部建設事業室維持課長 

建設部建築指導課長 
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（４）第１次計画における成果指標の達成状況 

  

図表-３０ 第１次計画の成果指標の達成状況  

成果指標 
目標値 

(令和3年度) 

実績値 

計 
平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和    

2年度 

令和 

3年度 

① 

建物の管理の頻度 

(１年に１回、何もしていない) 
20%以下 43.4% ― ― ― ― ― 

建物の今後の利用 

(予定はない) 
10%以下 19.3% ― ― ― ― ― 

② 

空き家・空

き地バンク

制度の件数 

登録 
100件 

(20件×5年) 
4件 1件 0件 0件 3件 0件 

成約 
50件 

(10件×5年) 
2件 1件 0件 0件 1件 0件 

③ 

特定空家等

の件数 

除却・解

体 

100件 

(20件×5年) 
43件 ― 11件 11件 11件 10件 

上記以外

の是正 

50件 

(10件×5年) 
3件 ― 2件 1件 0件 0件 

※①の「建物の管理の頻度」及び「建物の今後の利用」の実績値は、令和２年の空家実態調査結果による 

※目標値は、第１次計画の計画期間である平成２９年度から令和３年度までの５年間の数値   

 

【①に対する成果指標の結果、要因及び対策】 

①の成果指標である「建物の管理の頻度」の実績値は４３．４％、「建物の今後

の利用」の実績値は１９．３％となり、いずれも目標値のそれぞれ２０％以下、１

０％以下を達成することができませんでした。特に、「建物の管理の頻度」につい

ては、目標値と大きな開きが生じましたが、この主な要因は、所有者や管理者の管

理意識の低さによるものと考えられます。本市ではこれまで適切な管理の必要性

について、ホームページ、広報誌、納税通知書への同封チラシなど様々な媒体で啓

発を行ってきましたが、十分な成果が得られていないことから、今後はこれらの取

組に加え、別の観点からの啓発についても検討し、所有者等の管理意識の醸成を図

っていく必要があります。 

 

【②に対する成果指標の結果、要因及び対策】 

②の空き家・空き地バンク制度の登録・成約件数の実績値は、それぞれ４件、２

件で共に目標値１００件、５０件の４％となり目標を大きく下回りました。空き

家・空き地バンク制度に登録を希望する物件は、郊外に立地する比較的老朽化した

空き家が多く、不動産価値が低いなどの理由により登録に至らないことが主な要
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因であります。今後は他都市の情報を収集するとともに、制度の見直しについて検

討する必要があります。 

  

【③に対する成果指標の結果、要因及び対策】 

③の特定空家等で除却・解体された件数の実績値は４３件で、目標値１００件に 

  対し４３％の達成状況となりました。特定空家等については、状況に応じて所有

者等に対し助言・指導を行っていますが、所有者等の管理意識の欠如や資金不足

等により、解体に至るケースは少ない状況となっています。しかし、平成３０年

度から危険な空家等を解体する場合の除却費用の助成制度を実施したことで、こ

の制度を使って多くの空家等が解体されていることから、今後も制度の継続が必

要と考えられます。また、特定空家等で除却・解体以外の是正された実績値は３

件で、目標値５０件の６％に止まり目標を大きく下回りました。この主な要因は、

所有者等が使用する予定のない特定空家等に費用を投じて是正することに消極的

であるためと考えられます。今後は、特定空家等の除却・解体及び除却・解体以

外の是正も含めて所有者等へ粘り強く指導等を行うとともに、状況を見極めなが

ら法に基づく段階的措置についても検討する必要があります。併せて助成などの

支援策を再検討し、１件でも多くの特定空家等の是正が行われるよう進める必要

があります。 

 

 

（５）空家等の課題 

  １）第１次計画における課題 

   ●所有者等の意識啓発 

   ●管理不全な空家等の解消        

●相談窓口情報の提供 

 

   ●所有者等の意識啓発 

これまで所有者等や市民の意識を高めるため、２０ページの（３）の取組を 

進めてきましたが、令和３年に実施した空き家アンケート調査などからも依然 

として所有者等の管理意識が希薄な状態であり、引き続き、法の規定による所 

有者等による管理の原則に基づき、意識啓発に取り組んでいく必要があり、こ 

れまでの取組を継続するとともに、特に将来空家等となる可能性が高い高齢者

世帯等に対して、意識啓発に繋がるような効果的な取組が必要となります。 

 

●管理不全な空家等の解消 

市民などから空家等の相談が寄せられた場合には、その所有者等を特定し、

是正に向け注意喚起や助言・指導を行ってきましたが、２０ページの図表-２６

継続実施 
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のとおり相談件数に対する解決件数も限定的であり、十分な成果が上げられて

いないことから、今後も引き続き、解決に向けて対策を講じていく必要があり

ます。 

また、所有者等は措置の必要性については理解していても、資金不足などの 

理由により解決が難しい場合もあり、除却や解体を促進するための金銭的な支 

援も継続して実施する必要があります。 

 

●相談窓口情報の提供 

平成２７年度から空家等に関する相談窓口を一元化し、所有者等からの相談 

に対して適宜必要な情報提供を行ってきました。しかしながら、近年の相談内 

容は多様化しており、行政だけでの対応も限定的であることから、今後は、建 

築、法務などの各種関係団体と連携して対応していくことが必要になります。 

 

２）第１次計画策定後に生じた新たな課題 

   第１次計画に基づき空家等対策を進めてきましたが、新たな課題も顕在化しま

した。 

 

●良好な空家等の利活用の推進 

良好な空家等の利活用を推進するため、令和元年度に不動産関係団体と「空 

家等の利活用推進に係る協定」を締結し、空き家バンクや空き家利活用推進事  

業などの取組を進めてきましたが、空き家バンクの登録件数や空き家利活用推 

進事業の所有者等からの同意件数が伸びておらず、結果として期待した効果が 

出ていない状況であることから、これらの事業の見直しなどを行い、登録、成 

約に結び付くよう対策を講じる必要があります。また、協定を締結した不動産 

関係団体とも連携し、中古住宅市場の流通の促進が図られるよう必要な施策を 

講じていく必要があります。 

 

 

  ３）第２次計画における課題 

   これらの状況を踏まえ、第２次計画においては、以下の４つを課題として設定

し、その解消に繋がる取組を講じていきます。 

 

●所有者等の意識啓発 

●良好な空家等の利活用の推進 

●管理不全な空家等の解消 

●相談窓口情報の提供 
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第３章 空家等対策の基本目標と基本方針                    

（１）計画期間 

計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。 

なお、期間中において、本市の空家等の状況や社会情勢の大きな変化などにより、

計画の見直しの必要性が高まった場合には、必要に応じて第２次計画を見直すこ

ととします。 

 

（２）計画の対象 

１）対象とする空家等の種類 

   計画の対象とする空家等の種類は、法第２条第１項で規定する「空家等」（法第

２条第２項に規定する「特定空家等」を含む。）とします。 

   ただし、空家等の利活用や適切な維持管理などの対策については、空家等にな

ることを予防する取組であることから、法で規定する空家等には該当しないが、

その利用実態や管理状態などから、空家等と同等の状態と認められるものも対象

とします。 

 

  ２）対象とする地区 

   令和２年に実施した空家実態調査の結果では、空家等は市内全域に点在してい

ることから、計画の対象とする地区は、市内全域とします。 

   なお、今後は、市の将来的なビジョンに基づき、居住人口の維持や居住環境を

改善すべき区域として、対策を重点的に実施する必要が生じた場合は、重点対象

地区を設けることを検討します。 

 

（３）基本目標 

 

  「安全・安心で、快適に暮らせるまちづくり」 

 

  総合的かつ計画的な空家等対策を推進することにより、安全・安心で、快適に暮

らせるまちづくりの実現を目指します。 
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（４）基本方針 

   市民が安全・安心で快適に暮らせる住環境を確保するため、管理不全な空家等

がもたらす問題の解消を図るとともに、所有者等による自発的な対応を促します。   

また、良好な空家等については、積極的にその活用を促し空家等の有効活用を進 

めます。 

     【基本方針】             【具体的な取組】 

取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<P29> 

１）市民の管理意識の醸成と啓発 

２）住宅ストックの良質化と長寿命化 

３）適切な相続手続きの必要性の周知 

<P31> 

１）空き家・空き地バンク制度の充実 

２）流通による活用の促進 

３）地域による活用の促進 

<P32～P33> 

１）所有者等への注意喚起 

２）特定空家等への措置 

３）除却・解体の促進 

４）所有者等が不明・不存在の空家等へ

の対応 

<P33> 

１）相談窓口の周知と関係部署との連携 

２）地域や関係団体等との連携 

<基本方針１> 

●空家等の発生予防対策 

 空家等になることを未然に防止するた

め、所有者等はもとより、広く市民にも

空家等がもたらす問題についての周知を

図り、管理意識の醸成を図ります。 

<基本方針３> 

●良好な空家等の利活用対策 

 跡地を含めた空家等を地域資源として

利活用するため、様々な手法を用いて流

通市場の活性化を進めるとともに、必要

に応じて支援策について検討を行いま

す。 

<基本方針４> 

●管理不全な空家等への対応 

 管理不全な空家等の所有者等に対し

て、適正な維持管理を促します。また、

状況に応じて特定空家等に認定し、法の

規定に基づく措置を行い、管理不全な空

家等の解消を進めます。 

<基本方針５> 

●多様な主体との連携 

 空家等に関する相談は多岐にわたるこ

とから、市はもとより、町内会や自治会

などの地域団体、さらには建築、法務な

どの各種関係団体等と連携して対応を進

めます。 

<基本方針２> 

●空家等の適正管理対策 

 空家等の管理責任が所有者等にあるこ

とを様々な機会を通して周知・啓発を行

うとともに、空家等の所有者等に対して

必要な情報提供を行います。 

<P30> 

１）所有者等の管理意識の醸成 

２）適正な管理に向けた情報提供 

３）空家等の実態把握、調査 
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第４章 空家等対策の取組                                            

（１）空家等の発生予防対策 

  １）市民の管理意識の醸成と啓発   

   空家等の発生を予防するためには、所有者等はもとより、広く市民の間で空家

等について意識の醸成を図っていくことが必要となります。居住している段階か

ら、空家等になった場合の維持管理等の負担や周辺環境に与える影響などを認識

し、空家等に関する問題意識を高めていくことで、結果的に管理不全な空家等の

発生予防にもつながります。 

   このため、広報誌やホームページ、まち育てふれあいトークに加え、セミナー、

相談会及びワークショップなども活用し、住宅の将来について考える機会を通し

て、所有者等の「空き家にさせない」意識を高めてもらうとともに、これらの参

加者等に対しアンケート調査を行うなど、ニーズの把握に努めます。セミナー、

相談会等の開催にあたっては、可能な限り多くの市民が参加し、より効果的なも

のとなるよう手法などについても十分検討します。また、他の自治体の取組など

も参考にしながら、効果的な空家等の発生予防対策について検討していきます。 

    

  ２）住宅ストックの良質化と長寿命化 

   住宅の規模や性能が不十分な場合、住み続けることや次世代が引き継いで住む

ことが難しくなり、利活用ができず空家等が発生する要因のひとつとなります。

住宅ストックの良質化・長寿命化は、将来的に空家等の発生を抑制することにつ

ながります。 

   このため、住宅エコリフォーム助成制度やバリアフリー等住宅改造資金融資制

度、耐震診断助成制度などの更なる周知に努めるとともに、市民の利用を促進し、

住宅ストックの良質化・長寿命化を図ります。 

 

３）適切な相続手続きの必要性の周知 

   土地・建物に関する相続発生後、適切な手続きが行われずに放置される場合が

あります。適切な手続きが行われずに、月日が経った場合、相続人が増えてしま

い手続き等が複雑化し、管理者が不明確になることで改修や解体が難しくなり、

結果として空き家が放置される可能性があります。放置された空き家が第三者に

損害を与え、ある日突然、損害賠償請求をされるといったリスクを負うことにな

ります。 

このような状況を発生させないため、相続が発生する前に所有者等に対し、適切

な手続きの必要性や相続手続きに関し周知を図るとともに、令和３年４月に公布

された不動産登記法の改正における相続登記・住所変更登記の義務化や手続きの

簡素化についても、周知・啓発を図ります。 
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（２）空家等の適正管理対策 

１）所有者等の管理意識の醸成 

   所有者等の空家等に対する管理意識の低さ、周辺環境に与える影響の認識不足

などにより、空家等に関する諸問題が発生します。また、日常的に使用していな

いことや、単に相続により取得したこと又は法定相続人が複数いることなどによ

り、所有者等の管理意識は失われてしまうケースもあります。このため、地域や

近隣の方から空家等に関する相談があった場合は、所有者等に対し文書等にて適

正な管理の指導を行いその是正に努めます。 

また、広報誌やホームページはもとより、市外に居住する所有者等に対しても空

家等に対応する責任と自覚を強く持ってもらえるよう、空家等の適正管理や処分

に関するパンフレット等を配布するなど関係部署と連携して効果的な対策を進め

ます。 

   さらに、地域や関係団体等と連携し、様々な機会を通じて、空家等の維持管理

の重要性やその責務についての周知を図ります。 

 

  ２）適正な管理に向けた情報提供 

   空家等の所有者等が遠隔地に住んでいる場合や、突然、住宅を相続した場合な

どでは、空家等を適切に維持管理することが時間的・費用的に負担になり、放置

されるケースがあります。このため、法で規定する所有者等の責務について改め

て周知するとともに、所有者等が市外居住などで自らが管理できない場合のため

に、シルバー人材センターや不動産会社、警備会社など空家等の管理に取り組ん

でいる事業者、団体等と連携し、所有者等に対して適正な管理に関する様々な情

報の提供に努めます。 

 

３）空家等の実態把握、調査 

   空家等対策の取組を進めるにあたって、まずは市内の空家等の実態とその所有

者等を把握し、所有者等の今後の意向について把握する必要があります。特に、

令和２年に実施した空家実態調査によって新たに把握した管理不全な空家等につ

いては、不動産登記情報、住民票・戸籍情報及び固定資産課税情報のうち、所有

者等に関する情報を活用し、早急に所有者等を特定する必要があります。 

また、管理不全な空家等については現地確認調査や近隣への聞き込み調査など

により、空家等の管理状態や周辺環境への悪影響などの把握に努めます。 

さらに、町内会や近隣の市民から寄せられる空家等の情報や相談については、適

切で迅速な対応に努めるとともに、新規の空家等を把握した場合は所有者等の調

査を進め、これまで集積したデータベースに追加しその充実を図り、これらのデー

タを関係部署間で情報共有（所有者等に関する情報を除く）が可能となるようシス

テムの構築を進めます。 
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（３）良好な空家等の利活用対策 

  １）空き家・空き地バンク制度の充実 

   空き家の有効活用を通して、住み替えによる住環境の改善や定住促進を図るた

め、平成２１年度から空き家・空き地バンク制度（以下「空き家バンク」という。）

を立ち上げ、これまで所有者等と利用希望者とのマッチングを行ってきましたが、

これまでの登録、成約件数は、それぞれ１８件、１６件に止まっており、まずは

空き家バンクへの登録件数を増加させることが必要です。 

   このため、広報誌やホームページなどを活用し、空き家バンクの周知・啓発を

引き続き実施するとともに、他都市の事例なども参考にしながら、登録事務の簡

素化や登録要件の緩和などについて不動産関係団体等と協議し、低価格物件など

でも登録が可能となるよう空き家バンクの見直しを進めます。 

   また、市外からの移住を推進するため、国の全国版空き家バンクや北海道の空

き家情報バンクとの連携を図り、成約件数の増加に努めるとともに、空き家バン

ク利用者にとって魅力的な制度となるよう必要な対策について検討を行います。 

 

２）流通による活用の促進 

空家等の活用を促進するためには、売却や賃貸など中古住宅の流通市場の活性 

化を図り、流通市場が機能する環境の整備が必要です。このため、本市と不動産関

係団体が協定に基づき連携して行っている「空き家利活用推進事業」などの効果の

検証を行うとともに、今後の取組の継続の可否について検討します。 

   また、売却や賃貸を希望する所有者等からの相談等があった場合には、協定を

締結している不動産関係団体の指定業者などを紹介し、流通促進を支援し空家等

の利活用を進めます。 

    

３）地域による活用の促進 

空家等を地域の資源としてとらえ、地域の交流やコミュニティなどの活動の場 

として活用することができれば、効果的な空家等の対策となります。 

また、地域の安全・安心で、快適に暮らせるまちづくりの実現のため、除却さ 

れた空家等の跡地を子供たちの遊び場や冬期間の雪置き場などとして利活用する 

ことも有効な空家等の対策となります。 

このため、地域の住民が主体となって、空家等やその跡地の利活用を進める場合 

の空家等の除却や跡地整備のニーズを把握するとともに、必要に応じてその支援

について検討を行います。 
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（４）管理不全な空家等への対応 

１）所有者等への注意喚起 

   管理不全な空家等は、周辺環境に悪影響を及ぼしている又は及ぼすおそれが高 

く、地域住民等の不安を払拭するためには、所有者等にその原因を改善してもら 

う必要があります。 

このため、地域や市民からの情報提供などにより、管理不全な空家等を把握し 

た場合は、現地調査後、所有者等に対して文書を送付し、問題の改善を促すととも   

に、売却や賃貸、除却、相続などに関する相談窓口の情報提供を行います。 

   また、所有者等が遠方在住者や高齢者等である場合は、相談先の紹介、見積り

対応等、必要に応じて情報提供等のサポートを行います。 

   

２）特定空家等への措置 

   所有者等への注意喚起によっても管理不全な状態が改善されない場合は、状況

に応じて小樽市特定空家等認定基準に基づき特定空家等に認定するとともに、そ

の所有者等に対しては、段階を追って法に基づく「助言・指導」、「勧告」、「命令」、

「代執行」を行います。これらの措置の実施にあたっては、国のガイドラインに

基づき、「周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か」

等を判断し、あると判断された場合、「その悪影響の程度が社会通念上許容される

範囲を超えるか否か、また、もたらされる危険性について切迫性が高いか否か」

等により適宜判断します。 

   本市では、ガイドラインで示された観点を踏まえ、特定空家等のそれぞれの状

況に応じ、どのような措置が必要となるかを個別に判断して対応します。 

   この措置の実施にあたっては、必要に応じて小樽市空家等対策会議の意見を伺

い、緊急の度合いや公益に反するか否かなどについて十分検討したうえで慎重に

判断することとします。 

 

  ３）除却・解体の促進 

倒壊等の危険性がある空家等であっても、それらは個人の財産であり、所有者等

が責任を持って対応すべきものですが、所有者等が置かれている状況は様々であ

り、中には除却費用の全てを用意できない所有者等もいることから、市民の安全で

安心な生活環境を確保するため、平成３０年度から特定空家等の除却費用に対し

助成を行っており、今後も継続して実施するとともに、その是正に向けて先行事例

を参考にしながら検討し、実効性のある対策を講じます。 

また、金融機関と連携し、除却費用の融資制度の周知に努め、所有者等による 

除却を促進します。 
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  ４）所有者等が不明・不存在の空家等への対応 

   所有者が不明である場合や所有者が死亡し、その相続人が全員相続放棄をして

不存在であるため、管理不全な空家等の改善が見込めない場合は、空家等が周辺

へ及ぼす影響や危険度等の状況を踏まえ、必要に応じて民法で規定する不在者・

相続財産管理人制度の活用や法の規定に基づく略式代執行などによる対応を検討

します。併せて、適正な管理がなされていない物件については、民法の改正を踏

まえ「所有者不明建物管理人」の活用についても検討します。 

   また、危険な状況が急迫し、緊急に危険を回避する必要がある場合は、消防本

部などとも連携し必要な措置を講じます。 

 

（５）多様な主体との連携 

  １）相談窓口の周知と関係部署との連携 

   空家等に関する相談窓口を建設部空き家対策担当に一元化し、市民や所有者等

からの相談に対応してきました。今後も、広報誌やホームページへの掲載のほか

様々な機会を活用し、相談窓口の周知を図ります。 

   また、空家等に関する問題は多岐にわたることから、庁内関係部署で構成され

る「空き家対策庁内検討会議」を定期的に開催し、情報の共有化を図り連携して

取組を進めます。 

 

  ２）地域や関係団体等との連携 

   町内会等の地域団体は、地域の実情や空家等に関する情報を把握していること

が多いことから、地域団体との連携を図り情報収集の強化に努めます。 

   また、空家等の発生予防や利活用、適正管理、除却、相続等については、不動

産や建築、法律等の専門的な知識や知見が必要であることから、不動産関係団体、

司法書士会、弁護士会、建築関係団体、シルバー人材センターなどとの協定の締

結など、関係団体等と連携した取組を行います。 
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【空き家に関する相談・実施体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（不動産売買、賃貸） 

 ・北海道宅地建物取引業協会小樽支部 

 ・全日本不動産協会北海道本部 

（法律、相続相談等） 

 ・弁護士会・司法書士会・土地家屋調査士会 など 

（除却、解体等） 

 ・小樽建築技能協同組合・小樽板金工業協同組合 など 

（空き家管理、見回り）  

 ・小樽市シルバー人材センターほか、事業者 など 

（解体ローン等） 

 ・市内金融機関 

（地域の空き家に関する情報） 

 ・各町内会 

（その他） 

・大学や経済団体、空き家対策に取り組むＮＰＯ法人など 

関係団体 

意見、提言 

諮問、答申など 

連携、 

専門的なアドバイス 

小樽市空家等対策会議 

 

市 

民 

情報 

提供 

対応 

 
 

空
家
等
の
所
有
者
等 

相談 

対応 

【総務部】 

  ・企画政策室（移住促進等） 

・災害対策室（防災対策等） 

【財政部】 

 ・資産税課（所有者等に関する情報等） 

【生活環境部】 

 ・生活安全課（市民相談等） 

 ・ごみ減量推進課（廃棄物の適正指導等） 

【保健所】 

 ・生活衛生課（昆虫等の駆除相談等） 

【消防本部】 

 ・予防課（防火相談等） 

【建設部】 

 ・新幹線・まちづくり推進室（景観等） 

 ・維持課（除排雪対策等） 

 ・建築指導課（建築相談、指導等） 

その他、随時関係する課 

建
設
部
空
き
家
対
策
担
当 

小樽市 

空
き
家
対
策
庁
内
検
討
会
議 

情
報
共
有 

施
策
等
の
検
討 
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第５章 成果指標の設定                     

（１）計画の進行管理 

  第２次計画の進行管理については、「小樽市空家等対策会議」にそれぞれの取組の 

進捗状況等を適宜報告するとともに、その効果を検証する中で、必要に応じて計画 

や取組の見直しを行いながら、空家等対策を推進していくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐlan（計画） 

計画の作成、実施体制の整備 

 
Ａction（改善） 

計画の見直し 

Ｄo（実行） 

計画の実施 

Ｃheck（評価） 

効果の検証 
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（２）成果指標及び数値目標 

  第２次計画の進行管理を行うにあたり、５つの基本方針と具体的な取組に即した 

成果指標及び目標値を図表-３１のとおり設定します。 

  

図表－３１ 成果指標及び目標値 

成果指標 
当初値 

(令和2年度) 

目標値 

(令和8年度) 

空家等の

発生予防

対策 

セミナー、相談会等の開催回数 － 
10回 

(R8年度までの累計) 

セミナー、相談会等の参加者数 － 
200世帯 

(R8年度までの累計) 

セミナー、相談会等の開催後、参加者

を対象としたアンケート調査で、アプ

ローチをきっかけに自分の将来に対

する意識が変わったと回答した方の

割合 

－ 40% 

所有者等から空家等（将来空き家にな

るものを含む）の処分や活用に関する

相談が寄せられた件数 

 
100件 

(R8年度までの累計) 

空家等の

利活用対

策 

空き家バンク等の市が空き家の利活

用に関する事業などの物件で、売買・

賃貸等に繋がった件数 

－ 
20件 

(R8年度までの累計) 

管理不全

な空家等

への対応 

管理不全な空家等の解体件数※ 11件 
100件 

(R8年度までの累計) 

市民等から寄せられた空家等の相談

に対する解決した割合 
30.7% 

35.0% 

(R8年度の目標値) 

※第７次小樽市総合計画における空家等対策の指標による 
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資料編                       

（１）第２次小樽市空家等対策計画の策定に係る会議の開催等 

 

令和３年６月３０日 第１回 小樽市空家等対策会議 

  ・第２次小樽市空家等対策計画の策定体制・スケジュール 

  ・本市の空き家の現状 

  ・小樽市空家等対策計画（１次計画）における取組の検証 など 

 

令和３年８月１０日 第２回 小樽市空家等対策会議 

    ・空き家所有者へのアンケート調査の結果 

  ・計画期間、対象地区等の道内他都市の状況 

  ・第２次小樽市空家等対策計画（素案）の検討【第１章～第３章】 

 

令和３年１０月１１日 第３回 小樽市空家等対策会議 

  ・地区別アンケート調査の結果 

  ・他都市の取組事例紹介 

  ・第２次小樽市空家等対策計画（素案）の検討【第４章】 

 

令和３年１１月１５日 第４回 小樽市空家等対策会議 

    ・成果指標の検討【第５章】 

  ・答申案の修正 

 

令和３年１１月２４日 小樽市空家等対策会議から市長へ第２次小樽市空家等対策 

計画（原案）の答申 

 

令和３年１１月２６日 第１回 関係部長会議 

  ・第２次小樽市空家等対策計画（素案）の決定 

 

令和３年１２月１７日  第２次小樽市空家等対策計画（素案）に対するパブリック  

～      コメントの実施 

令和４年  １月１７日 

 

令和４年２月１７日 第２回 関係部長会議（書面開催） 

  ・パブリックコメントの結果（市民から提出された意見等の概要及び市の考え方等） 

  ・第２次小樽市空家等対策計画（案）の決定 

  

 令和４年３月２５日 第２次小樽市空家等対策計画の決定 
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（２）空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号） 

 

（目的） 

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地

域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体

又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用

を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特

別区を含む。第１０条第２項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その

他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等

に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興

に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であっ

て居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木そ

の他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、

又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切

な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生

活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空

家等をいう。 

 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

 

（市町村の責務） 

第４条 市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく

空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう

努めるものとする。 

 

（基本指針） 

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実

施するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 
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三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとすると

きは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（空家等対策計画） 

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する

ため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策

計画」という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空

家等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用

の促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第１４条第１項の規定による助言若しくは指導、同

条第２項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しく

は第１０項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処

に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関

し、情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

 

（協議会） 

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うた

めの協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町

村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の

市町村長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 
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（都道府県による援助） 

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に

関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提

供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めな

ければならない。 

 

（立入調査等） 

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有

者等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査

を行うことができる。 

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、

当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせ

ることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められ

る場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等

にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが

困難であるときは、この限りでない。 

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければなら

ない。 

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有

する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法

律の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的

以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされている

もののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののた

めに利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所

有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、こ

の法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものと

する。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるとき

は、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関

し必要な情報の提供を求めることができる。 
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（空家等に関するデータベースの整備等） 

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、

又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ

ないよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第１３条までにおいて同

じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するため

に必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの

者に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第１３条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を

行う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する

情報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

 

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのま

ま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有

害となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次

項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定

空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、

相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に

対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることがで

きる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措

置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書

の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者

又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければなら

ない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村

長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求すること

ができる。 
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６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第３

項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴

取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項の規定

によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前ま

でに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有

利な証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を

命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行し

ても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年

法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第

三者をしてこれをさせることができる。 

10 第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてそ

の措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第１項の

助言若しくは指導又は第２項の勧告が行われるべき者を確知することができないた

め第３項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長

は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任

した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その

措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はそ

の命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなけれ

ばならない。 

11 市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他

国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができ

る。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、

又は妨げてはならない。 

13 第３項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第

三章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施

を図るために必要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土

交通省令・総務省令で定める。 

 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第１５条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する

対策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用

に対する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものと
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する。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画

に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の

措置その他の措置を講ずるものとする。 

 

（過料） 

第１６条 第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以

下の過料に処する。 

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円

以下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第９条第２項から第５項まで、第１４条及び第１６条の

規定は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況

を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その

結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする 
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（３）小樽市空家等対策会議条例（平成28年3月23日条例第5号） 

 

（設置） 

第１条 空家等（空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する空家等をいう。以下同じ。）に係

る対策に関し必要な事項を審議するため、市長の附属機関として小樽市空家等対策

会議（以下「対策会議」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第２条 対策会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について審議する。 

⑴ 空家等対策計画（法第６条第１項に規定する空家等対策計画をいう。以下同

じ。）の作成及び変更に関する事項 

⑵ 空家等対策計画の実施に関する事項 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、空家等に係る対策について市長が必要と認める事

項 

（組織） 

第３条 対策会議は、１５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 建築士 

⑵ 弁護士 

⑶ 学識経験者 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 対策会議に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 会長は、対策会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 対策会議の会議（以下単に「会議」という。）は会長が招集し、会長はその

議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員（議長である委員を除く。）の過半数で決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。 
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（委員以外の者の会議への出席） 

第７条 対策会議は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の関係者の出席を

求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（合議体） 

第８条 第２条各号に掲げる事項について調査、検討等を行うため、対策会議に合議

体を置くことができる。 

２ 前項の合議体は、委員のうちから会長が指名する者をもって構成する。 

（庶務） 

第９条 対策会議の庶務は、建設部において行う。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、対策会議の運営に関し必要な事項は、会長

が対策会議に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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空家等の課題  

 ・所有者等の意識啓発 

  これまで所有者等への意識啓発に取り組んできたが、依然として所有者等の意

識が希薄な状態 

・良好な空家等の利活用の推進 

不動産関係団体との協定(R元8月)締結後、当団体と連携して取組みを進めてき

たが、空き家バンク等の実績に結びついていない 

・管理不全な空家等の解消 

  所有者等への助言・指導などを行ってきたが、改善が図られた空き家は限定的

（約30%） 

 ・相談窓口情報の提供 

  多様化する空き家の所有者等からの相談に対し、内容が専門分野に及ぶため市

職員では的確な助言が出来ていないケースもある 

 

 

 

 

 

                        

 策定の背景  

・人口減少や既存住宅の老朽化、社会的ニーズの変化等に伴って全国的に空家等

が増加 

・管理不全な空家等は、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている 

・空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「法」という。）が平成27年5月

に全面施行をされたことを受け、平成 29 年 2 月に第 1 次計画を策定（計画期

間：平成29年度～令和3年度） 

・空家等は個人の財産であり、第一義的には所有者・管理者の責任で対応するこ

とが原則 

・法では実施主体である市町村が地域の実情に応じて計画を策定 

 

 策定の目的  

  本市の空家等対策の基本的な指針を明確に示し、総合的かつ計画的に実施して

いくとともに、市民に空家等対策に関する理解を深める 

 

 計画の位置付け  

  法第6条第1項の「空家等対策計画」で、国の基本的な指針に即して策定する

とともに、他の分野別（都市マス、住マスなど）の計画と整合・連携を図る 

（４）第２次小樽市空家等対策計画 概要版 

 
 

  
 

 

    
 

     

        
 

   
 

 

 

              

              

              

  

 

         

 

 

  

 

        

              

          

 

   

        
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等の課題 

計画の策定にあたって 
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 計画期間  

 ・令和4年度から令和8年度までの5年間。必要に応じて見直し 

 

 計画の対象  

 ・法第２条第１項に規定する「空家等」（特定空家等を含む。） 

・空家等を予防する取組みについては、法の「空家等」には該当しないが、その

利用実態や管理状態などから、空家等と同等の状態と認められるものも対象 

 

 対象とする地区  

 ・市内全域（今後、対策を重点的に実施する必要が生じた場合は、重点対象地区

を設けることを検討） 

  

 基本目標  

  「安全・安心で、快適に暮らせるまちづくり」 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等対策の期間、対象、地区及び基本目標 

【基本方針２】 空家等の適正管理対策 

【具体的な取組】 

 ①所有者等の管理意識の醸成 

  広報誌、HPほか、パンフレット、チラシなどにより情報発信 

 ②適正な管理に向けた情報提供 

  維持管理代行業者、団体等の紹介 

 ③空家等の実態把握、調査 

  所有者等に関する情報及び空家等の管理状態の把握 

【基本方針１】 空家等の発生予防対策 

【具体的な取組】 

①市民の管理意識の醸成と啓発 

  広報誌、HPほか、相談会、セミナーの開催など 

 ②住宅ストックの良質化と長寿命化 

  住宅ストックの質的向上を支援（住宅エコリフォーム、耐震診断助成など） 

 ③適切な相続手続きの必要性の周知 

  相続登記未了による相続人の複雑化を防止 

空家等対策の基本方針及び具体的な取組 
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【基本方針３】 良好な空家等の利活用対策 

【具体的な取組】 

 ①空き家・空き地バンク制度の充実 

  登録要件の見直しなどにより空き家バンクの登録を促進 

 ②流通による活用の促進 

  多様な手段で利活用を進めるための取組や支援策を検討 

 ③地域による活用の促進 

  地域資源としての活用支援及び跡地の活用支援を検討 

空家等対策の基本方針及び具体的な取組 

【基本方針４】 管理不全な空家等への対応 

【具体的な取組】 

①所有者等への注意喚起 

  所有者等への注意喚起により問題の改善を図る 

 ②特定空家等への措置 

  法に基づく助言・指導、勧告、命令、代執行 

 ③除却・解体の促進 

  特定空家等の所有者に対し、空家等の除却費用の助成を継続 

 ④所有者等が不明・不存在の空家等への対応 

  相続財産管理人制度、略式代執行、緊急避難措置により是正を検討（市町

村の責務）   

【基本方針５】 多様な主体との連携 

【具体的な取組】 

①相談窓口の周知と関係部署との連携 

  一元化した空き家担当部署の情報提供 

 ②地域や関係団体等との連携 

  各関係団体（不動産、弁護士、司法書士、建築など）との連携による相談

体制の構築 
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 計画の進行管理  

 必要に応じて、計画や取組の見直しを行いながら、空家等対策を推進 

（ＰＤＣＡサイクル） 

 

 成果指標及び数値目標  

 成果指標 
当初値 

(令和2年度) 

目標値 

(令和8年度) 

空家等の

発生予防

対策 

セミナー、相談会等の開催回数 － 

10回 

(R8年度までの累

計) 

セミナー、相談会等への参加者

数 
－ 

200世帯 

(R8年度までの累

計) 

セミナー、相談会等の開催後、

参加者を対象としたアンケー

ト調査で、アプローチをきっか

けに自分の将来に対する意識

が変わったと回答した方の割

合 

－ 40% 

所有者等から空家等の処分や

活用等に関する相談が寄せら

れた件数 

－ 

100件 

(R8年度までの累

計) 

空家等の

利活用対

策 

空き家バンク等の市が空き家

の利活用に関わった物件で、売

買・賃貸等に繋がった件数 

－ 

20件 

(R8年度までの累

計) 

管理不全

な空家等

への対応 

管理不全な空家等の解体件数※ 11件 

100件 

(R8年度までの累

計) 

市民等から寄せられた空家等

の相談に対する解決した割合 
30.7% 

35.0% 

(R8年度の目標値) 

※第7次小樽市総合計画における空家等対策の指標による 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標の設定 
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（５）特定空家等認定基準 

 項目 状態 

 

イ 

そのま

ま放置

すれば

倒壊等

著しく

保安上

危険と

なるお

それの

ある状

態 

 

倒壊 
建物全部もしくは建物の一部が倒壊しており、敷地外に悪 

影響を及ぼしている 

傾斜 
目視により建物の傾斜が確認でき、敷地外に悪影響を及ぼ 

すおそれがある 

外壁・ 

外装材 

外壁に亀裂や穴があり、周辺に被害を与えるおそれがある 

外壁の仕上げ材料が剥落、破損しており、周辺に被害を与え 

るおそれがある 

モルタルやタイル等の外装材に浮きが生じており、周辺に 

被害を与えるおそれがある 

屋根・ 

軒 

屋根の変形や破損（穴、下地の露出等）があり、周辺に被害 

を与えるおそれがある 

屋根ふき材が破損、剥離しており、周辺に被害を与えるおそ 

れがある 

軒が変形、破損しており、周辺に被害を与えるおそれがある 

附属設 

備等 

外部の設備機器、煙突、看板、雪止め等が破損しており、周 

辺に被害を与えるおそれがある 

屋外階段、バルコニー等が破損しており、周辺に被害を与え 

るおそれがある 

門、塀に傾斜、ひび割れ、破損が生じており、周辺に被害を 

与えるおそれがある 

敷地内 

の土地 

擁壁等 

擁壁表面にひび割れが発生しており、周辺に被害を与える 

おそれがある 

敷地内に地割れがあり、周辺に被害を与えるおそれがある 

敷地内に崩落・土砂流出のおそれのある斜面があり、周辺に 

被害を与えるおそれがある 

その他 内容を具体的に記載 

ロ 

そのま

ま放置

すれば

著しく

衛生上

有害と

なるお

それの

ある状

態 

建築物 

設備等 

の破損 

による 

衛生上 

の問題 

吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性がある 

浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出があり、敷地外か 

らも臭いが感じられる 

排水等の流出があり、敷地外からも臭いが感じられる 

ごみ等 

の放置 

不法投 

棄 

ごみ、瓦礫等の放置、不法投棄があり、庭等への散乱や山積 

みの状態が、敷地外からも容易に確認できる 

ごみ等の放置があり、敷地外からも臭いが感じられる 

ねずみ、はえ、蚊等の発生があり、敷地外からも容易に確認 
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できる 

水質汚 

染、土 

壌汚染 

水質汚染、土壌汚染に繋がる有害物質等が放置されている 

有害物質等を保管する容器、灯油タンク等の破損により漏

出がみられる 

その他 内容を具体的に記載 

ハ 

周辺の

生活環

境の保

全を図

るため

に放置

するこ

とが不

適切で

ある状

態 

立木・ 

鳥獣等 

立木の枝等が近隣の道路、隣地にはみ出し、歩行者等の通行 

や地域住民の日常生活に支障を及ぼしている 

空家等に住みついた動物等が原因で、地域住民の日常生活 

に支障を及ぼしている 

落雪 

屋根等からの落雪により歩行者等に被害が生じるおそれが 

ある ※冬期間に調査 

放置すると隣地へ落雪するおそれがある ※冬期間に調査 

防犯・

防火上

放置す

ること

が不適

切 

外部から容易に建物内に侵入できる状態にある 

（無施錠や門扉、建具の破損等） 

灯油・ガソリン等の燃焼危険性のある物品が不適切な状態 

で放置されている 

その他 内容を具体的に記載 

ニ 

適切な

管理が

行われ

ていな

いこと

により

著しく

景観を

損なっ

ている

状態 

既存の

景観に

関する

ルール

との適

合※ 

小樽市景観計画に定める建築物又は工作物の形態意匠等の 

制限に適合しない状態であり、周辺の景観に悪影響を及ぼ 

している 

小樽市景観計画で定める小樽歴史景観区域において当該計 

画に定める建築物又は工作物の形態意匠等の制限に適合し 

ない状態であり、周辺の景観に悪影響を及ぼしている 

その他 内容を具体的に記載 

※イ、ロの判定にあっては、現時点でいずれかの状態に該当しない場合でも、将来、 

これらの状態になることが予見される場合も含む。 
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特定空家等対応フロー     資料№１ 
 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

    

              

    
 

         

 
 

   
 

        

 

   
   

 
 

 

    

 

     

 

 

 

 

    

   
 

  
 

       

              

 

             

              

    
 

         

 

  
 

  
 

  
 

    

       
 

  

 

   

    
 

 
 

 
  

 

   

 
 

 
  

  

 

 

 

    

  

            

    
 

         

              

              

              

              

              

              

              

              

特定空家等の認定 

市民からの相

談、空き家パト

ロール等 

現地確認 所有者等

の調査 

所有者等への適

切な維持管理の

お願い 

      

                      

                                                                                                   

          

  

             

※対策会議の回答を受け、関係部長

会議で協議 

 

関係部

長会議 

関係部長会議で協議 

固定資産税等

の住宅用地特

例適用が除外   

(地方税法第349

条3-2第1項) 

特定空家等の認定の取消 

※必要に応じて対策会議に意見を聴く 

所有者が判明している 所有者が判明できない 

特定空家等に対する対応 

通常の空き家に対する対応 

特定空家等認定審査委員会 

                                 

                                                                                                    

                

助言・指導 

(特措法第14条 

第1項) 

措置実施 

回答 

勧告    

(特措法第14条 

第2項) 

命令    

（特措法第14条

第3項） 

空家会議等・

部長会議との

連携 

略式代執行   

（特措法第14条

第10項） 

行政代執行   

（特措法第14条

第9項） 

意見聴取 

市

長 

小樽市

空家等

対策会

議 

対策会議・部長会議との連携 

審査・決定 

協議 
必要に応じて関係課

と個別に協議 

特定空家等判定のた

めの調査 
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第2次小樽市空家等対策計画 

令和４年３月 
===================================== 

■小樽市建設部建築指導課 

■〒047-0024 小樽市花園5丁目１0番１号 

■電話  0134-32-4111（内線7430） 

■FAX   0134-32-3963 

■E-mail  akiya@city.otaru.lg.jp 

■http://www.city.otaru.lg.jp/ 
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